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2 １．これまでの審査状況 

 新規制基準では，運転員の誤操作防止対策や，万一の事故発生時に適切な措置がとれ
るよう，避難通路の確保の考え方などが明確化され， 

（１）運転員の誤操作防止のために操作や識別のしやすいものであること 

（２）電源が喪失した場合でも適切な措置が行えるよう，避難通路に加え事故対応用の照 

  明を確保すること 

（３）原子炉を安全に停止する機能を持つ回路に不正アクセスされない対策を講じることが 

  新たに追加された。 

当社からの説明内容（2／19審査会合） 主なコメント（論点） 

・中央制御室の制御盤などは，操作や識別のしやすい設
計とし，運転員の誤操作を防止していること 
・電源が喪失した場合でも移動ルートや事故対応用の照
明および専用の電源を確保していること 
・原子炉の安全停止機能はアナログ回路で構成されネット
ワークを介した不正アクセスを防止できること 

                              等を説明 

・新たに追加される施設等につ
いての，基準適合性を網羅的
に説明すること。 

・設計基準事故だけでなく，新
設置許可基準規則の他条項
で必要な操作についても，評
価の概要を明記すること。 

これまでの審査の状況 



3 ２．誤操作の防止  主な指摘事項への回答 （１／２）  

 

 
（指摘事項） 
 新設置許可基準規則の他条項において評価するとしている項目についても，評価の概
要を明記すること。 
（回答） 
 図１の抽出フローに基づき抽出を行った結果，設計基準事故時に必要な現場操作が
ないことを確認した。 

設置許可申請書 添付書類十（安全解析） 
「事故時操作要領書」 

他条項における 
必要な現場操作 

事故の拡大防止又は 
収束させるために必要

な現場操作※か 

安全施設が安全機能を
損なわないために必要

な現場操作か 

必要な現場操作 

必要な現場操作から除外 

YES 

NO 

YES 

NO 

※「事故の拡大防止又は収束させるために必要な現場操作」には，判断を有しない確認，財産保
護を目的とした操作，余裕をもたせるための操作を含めない。 
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   また，設置許可基準規則のうち，設計基準対象施設に係る他条項（以下「他条項」と
いう。）における必要な現場操作についても抽出範囲とした。 

 

設置許可基準規
則条項 

操作項目 概要 操作場所 

第８条 

「火災による損傷
の防止」 

原子炉保護系
の接点固着時
の対応 

接点固着によりスクラムしない場
合，原子炉保護系ＭＧの電源切
操作 

・Ａ，Ｂ‐計装用電気室 

第９条 

「溢水による損傷
の防止等」 

燃料プール冷
却・給水操作 

地震による燃料プール溢水時の，
燃料プール給水及び冷却のため
の現場操作 

・バルブ室 

・Ａ，Ｂ‐ＲＨＲポンプ室 

・Ｂ‐ＲＨＲバルブ室 

第14条 

「全交流動力電源
喪失対策設備」 

全交流動力電
源喪失時の電
源確保操作 

全交流動力電源喪失時に，電源
確保のための非常用電源設備
起動操作 

・Ａ，Ｂ‐非常用ディーゼル発電機制
御盤 

・Ａ，Ｂ‐非常用ディーゼル発電機室 

・Ａ，Ｂ‐非常用電気室 

・ＨＰＣＳ‐ディーゼル発電機制御盤 

・ＨＰＣＳ‐ディーゼル発電機室 

・ＨＰＣＳ電気室 

第26条 

「原子炉制御室
等」 

中央制御室外
原子炉停止装
置による原子
炉停止操作 

中央制御室内での操作が何らか
の要因により困難な場合，中央
制御室外原子炉停止装置による
冷温停止操作 

・中央制御室外原子炉停止制御盤室 

２．誤操作の防止  主な指摘事項への回答 （２／２） 



5 ３．安全避難通路  主な指摘事項への回答  

 

 
（指摘事項） 
  新たに追加される施設等については，当該条文への適合性を網羅的に説明すること。
特に当該施設等における操作に係る作業用照明だけでなく，安全避難通路についても，
新たに設置したり，再検討を行う場合は，第11条への適合性について具体的に説明する
こと。 

 
（回答） 
 新たに追加設置した発電用原子炉施設 
 （建物・構造物）についても，基準に適合す 
 るよう設計する。 

   ・免震機能を有する緊急時対策所    
   ・第１ベントフィルタ格納槽 
   ・低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 
   ・補助消火ポンプ格納槽 
   ・緊急用電気室 

緊急時対策所免震重要棟建物 ２FL 

 

凡例 

  ：作業用照明（蛍光灯型） 
  ：作業用照明（電球型） 
  ：作業用照明（集合照明） 



6 ４．安全保護回路  主な指摘事項への回答 （１／２）   

 

 
（指摘事項） 
  今回の設置許可申請に関し，安全保護回路に変更を施している場合については，基準
適合性について十分説明すること。また，ＳＡによる変更であっても，ＤＢへの影響がないこ
とを説明すること。 

 
（回答） 
 工学的安全施設作動回路の主蒸気 
 隔離弁閉インターロックの条件信号に 
 地震大，中性子束低を追加する。 
  また，自動減圧系及び代替自動減圧 
 機能の手動阻止回路を追加する。 

   

＜今回追加部分＞ 

図 主蒸気隔離弁閉インターロック 
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 主蒸気隔離弁閉インターロックの条件信号追加等が，設置許可基準規則第二十四
条，十二条に適合することを確認した。   

設置許可基準規則 

第二十四条（安全保護回路） 
基準適合性 

発電用原子炉施設には、次に掲げるところにより、
安全保護回路（安全施設に属するものに限る。以
下この条において同じ。）を設けなければならない。 

一 運転時の異常な過渡変化が発生する場合に
おいて、その異常な状態を検知し、及び原子炉停
止系統その他系統と併せて機能することにより、
燃料要素の許容損傷限界を超えないようにできる
ものとすること。 

 

－ 

二 設計基準事故が発生する場合において、その
異常な状態を検知し、原子炉停止系統及び工学
的安全施設を自動的に作動させるものとすること。 

従来の主蒸気隔離弁閉インターロックに対し
て，安全保護系の信号要素である地震大信号
と中性子束低信号を追加し自動的に作動させ
るものとする。 

三 安全保護回路を構成する機械若しくは器具又
はチャンネルは、単一故障が起きた場合又は使
用状態からの単一の取り外しを行った場合におい
て、安全保護機能を失わないよう、多重性を確保
するものとすること。 

二重の「1 out of 2」論理回路で構成すること
で，機器又はチャンネルに単一の故障が生じ
た場合，又は使用状態からの単一の取り外し
を行った場合においても安全保護動作を果た
すようにする。 

基準適合性確認結果（抜粋） 

４．安全保護回路  主な指摘事項への回答 （２／２）  


